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都市道路網において、長期的な維持管理を検討するために、道路の損傷に与える影響が比較的大きな大

型車交通のマネジメントが世界的に課題となっている。このため、欧州をはじめとして、大型車を対象と

した対距離課金が導入されている。本研究では、大型車の対距離課金を考慮した利用者均衡配分モデルの

基本的構成について議論する。具体的には、大型車の対距離課金の分析が可能な需要変動型の車種別利用

者均衡配分モデルを構築する。本モデルを道路ネットワークモデルに適用し、課金による料金収入などを

算定した。これより、今後の道路課金制度としての大型車課金の妥当性を検討することができた。 
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1. はじめに 

  

都市道路では、橋梁や舗装などの劣化が進行し、修繕

や更新などが行われている。これらの維持管理には多額

の費用が必要である。このとき、道路の損傷は大型車の

影響が大きいことが知られている1)。このため、欧州に

おいては、一部の地域・路線で大型車課金制度が導入さ

れている。これらのことから、本研究では一般道路にお

ける大型車課金の有効性を検討するためのモデル構成を

提案する。具体的には、需要変動型の車種別利用者均衡

配分モデルを用いたモデルを検討する。これより、今後

の道路課金制度としての大型車課金の妥当性を検証する。 

 

2. 大型車課金に関する基本的整理 

 

本章では、大型車課金に関する基本的事項を整理する。 

大型車課金は、欧州や米国で導入・社会実験が実施され

ている2)。例えば、ドイツでは、アウトバーンのほぼ全

区間と片側2車線以上の連邦道路を走行する車両総重量

7.5トン以上の大型貨物車を対象として実施されている1)。

また、2018年からは全連邦道路が課金の対象になる予定

である。このとき、課金額は排出クラス（環境性能）と

車軸数により設定されており、8.1セント/km～21.8セン

ト/kmである。 

 また、米国では、ワシントン州・オレゴン州・ミネソ

タ州で走行距離課金のパイロットプログラムが実施され

ている3)。これらの対距離課金を行うためには、車載装

置および通信装置が必要となる。 

 大型車課金に関して、根本らは対距離課金制度の意義

を理論的に明らかにし、受益者負担の原則を基にした道

路整備のあり方を提案している4)。また、GPSを用いた大

型車対距離課金、混雑料金などに関して各国の事例を紹

介しながら、今後の道路交通行政のあり方について考察

している5)。 

 これらの諸外国の事例および研究成果を基に、本研究

では大型車課金に関する検討を行う。 

 

3. 大型車課金に関する基本モデルの定式化 

 

本章では、大型車課金の有効性を分析するための、基

本モデルを構築する。 

 

(1) 車種別利用者均衡配分モデル 

 はじめに、車種別利用者均衡配分モデルに関する定式
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化を行う6)。車種別利用者均衡配分モデルの等価最適化

問題の目的関数は次式で示される。 
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ここで、
h

a

r

a xx , はリンクaの普通車交通量および大

型車交通量である。また、E は大型車の乗用車換算係

数である。また、Aは道路ネットワーク上のリンクの集

合を表す。本モデルでは、普通車と大型車には走行速度

の差はないと仮定している。 

なお、既存研究において車種別リンク交通量の解の一

意性が担保される車種別確率的利用者均衡配分モデルが

提案されている7), 8)。 

  

(2) 大型車課金を考慮した車種別利用者均衡配分モデル 

 つぎに、大型車課金を考慮したモデルを検討する。課

金額が線形かつ上限・下限額のない料金設定の場合は、

リンクパフォーマンス関数に、リンク単位の課金額の時

間換算値を加えることにより表現することが可能である。

このとき、大型車のみに課金を行う場合は、普通車と大

型車で最短経路が相違する。このため、以下の①～⑥に

示す手順を収束するまで繰り返し、均衡解を算定する。 

①普通車リンク交通量および大型車リンク交通量から乗

用車換算台数を算定する。 

②乗用車換算台数を用いて、リンクパフォーマンスから

リンク所要時間を算定する。 

③算定されたリンク所要時間を基に、最短経路探索を行

う。この最短経路に、普通車OD交通量を付加した普通

車補助ベクトルyrを算定する。 

④リンク所要時間にリンク課金額を時間換算した値を加

算し、最短経路探索を行う。この最短経路に、大型車

OD交通量を付加した大型車補助ベクトルyhを算定する。 

⑤一次元探索により、目的関数を最小にするステップサ

イズを算定する。 

⑥普通車リンク交通量および大型車リンク交通量を更新

する。 

これらの手順により、リンク単位の大型車課金額を設定

した均衡解を算定することができる。 

 

(3) 普通車・大型車の需要関数の設定 

 道路利用者に課金を行うことで、交通需要が変化する

ことが考えられる。このため、需要変動を考慮したモデ

ルを検討する。ここでは需要関数を設定する。本研究で

は、車種別に線形の需要関数を設定する。すなわち、 

普通車需要関数：   r
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大型車需要関数：   h
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とする。ここで、 r

rsC はODペアrs間の普通車の時間費

用、 h

rsC はODペアrs間の大型車の課金額を含めた時間

費用を表す。また、 r

rs , r

rs , h

rs , h

rs はパラメータ

である。このパラメータは需要固定型利用者均衡配分モ

デルを用いて算定した結果および価格弾力性値εを用い

て求める。たとえば、需要固定型利用者均衡配分により

計算を行った結果、ODペアr-s間の所要時間が15分と算

定され、普通車のOD交通量が500台の場合、需要関数は

価格弾力性値εにより図1のように求められる。 

 

図1 需要関数の設定 

 

これらのパラメータをODペア、車種別に算定する。 

 

(4) 需要変動を考慮した車種別利用者均衡配分モデル 

 つぎに、需要変動を考慮した車種別利用者均衡配分モ

デルについて検討する。単車種の需要変動型利用者均衡

配分モデルは、目的関数に逆需要関数の積分項を加えた

形になる6)。ここで検討する車種別の場合は、逆需要関

数の積分項が車種別に定義された形で、次式に示すよう

に定式化できる。 
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この場合の解法は、(2)節で示した車種別利用者均衡

配分モデルと同様であるが、OD間所要時間および課金

額をもとにOD交通量を算定するプロセスが追加される。

図2に、このアルゴリズムを示す。最短経路探索は、車

種別に実行される。このとき、大型車は課金額を考慮し

た一般化所要時間を用いる。その後の目的関数を最小化

する一次元探索は、車種共通で行われる。これにより、

乗用車換算リンク交通量が算定される。 
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図2 車種別利用者均衡計算アルゴリズム 

 

4. 大型車課金に関するモデル分析 

 

本章では、前章で構築したモデルを用いて、大型車課

金の有効性を検討するためのモデル分析を行う。 

 

(1) 道路ネットワーク・需要関数の設定 

 はじめに、モデル分析のための道路ネットワーク、需

要関数の設定などについて述べる。本研究では、モデル

分析のため図3に示す道路ネットワークを設定する。 

 

図3 数値計算ネットワーク 

本図の◎はセントロイドを示す。また、各リンクは両方

向通行可能とする。 

つぎに、普通車および大型車の需要関数を設定する。

ここで、表1に普通車のOD交通量を示す。 

 

表1 OD交通量の設定（普通車） 

OD 1 2 3 4 5 

1  2,000 2,000 2,000 5,000 

2 2,000  2,000 2,000 5,000 

3 2,000 2,000  2,000 5,000 

4 2,000 2,000 2,000  5,000 

5 5,000 5,000 5,000 5,000  

 

 つぎに、表2に大型車のOD交通量を示す。 

 

表2 OD交通量の設定（大型車） 

OD 1 2 3 4 5 

1  500 600 400 1,000 

2 500  600 700 1,500 

3 600 600  500 1,200 

4 400 700 500  1,300 

5 1,000 1,500 1,200 1,300  

 

これらのOD交通量および需要固定型交通量配分結果の

OD間所要時間を基に、需要関数のパラメータを算定する。 

 

(2) 大型車課金による影響分析 

つぎに、大型車課金による影響を交通量配分結果を用

いて考察する。ここでは、大型車課金額として、20円／

kmから100円／kmを検討する。また、大型車の時間価値

として64.18円／分・台を設定する9)。さらに、価格弾力

性値として0.5, 1.0, 1.5のケースを検討する。 

はじめに、各ケースの大型車課金収入の算定結果を図

4に示す。 

 

図4 課金収入の算定結果 

 

本図より、価格弾力性が低い場合は、課金額が高額な

場合に課金収入が高額になることがわかる。一方、価格

弾力性が高い場合は、課金額が高額になると課金収入は
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少なくなる。本計算設定の場合、価格弾力性が1.0、1.5

のケースでは大型車課金額が60円／kmの場合に課金収入

が最大であった。 

つぎに、課金額と大型車の走行距離との関係を図5に

示す。 

 

図5 総走行距離の算定結果 

 

本図より、大型車課金額が高額になると、大型車の総

走行距離は減少することがわかる。 

つぎに、課金額と普通車・大型車を合わせた総走行時

間との関係を図6に示す。 

 

図6 総走行時間の算定結果 

 

本図より、総走行時間は、価格弾力性値により相違す

ることがわかる。価格弾力性が1.0の場合は、80円/kmで

最小であった。なお、ここでは普通車・大型車は等価と

して総走行時間を算定している。総走行時間の評価方法

については、検討の余地がある。 

 

5. おわりに 

  

本研究では、一般道路における大型車課金の有効性を

検討するためのモデルを提案した。本研究の主要な成果

を以下に示す。 

1) 需要変動型の車種別利用者均衡配分モデルを用いた計

算手順を提案した。車種別に経路探索を行い、均衡解

を算定することで、大型車課金を考慮した計算が可能

であることが示された。 

2) 大型車課金の有効性を検討するモデル分析を行った。

価格弾力性および大型車課金額と各評価指標値との関

係を検討した。この結果、価格弾力性値が小さい場合

は課金額を増額すると課金収入は増大するが、価格弾

力性が大きい場合は一定の課金額を超えると課金収入

は減少することが示された。 

3) 大型車課金による道路ネットワークの交通状態を検討

した結果、課金により大型車の総走行距離は減少する

こと、普通車・大型車を合わせた総走行時間は価格弾

力性が 1.0の場合では 80円/kmで最小になることがわ

かった。 

本研究の今後の課題として、①車種別リンク交通量に

解の一意性が担保された確率的利用者均衡配分モデルを

用いたモデルを構築すること、②総走行時間などの評価

指標を検討すること、③一部の道路区間のみに課金を行

う場合を検討することなどが挙げられる。 

最後に本研究は、平成 29 年度科学研究費補助金基盤

研究（C）の研究の一部であることを付記する。 
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